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１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 20,040 △ 5.6 522 - 413 -
14年 9月中間期 21,227 △ 11.7 △ 1,094 - △ 1,234 -
15年 3月期 43,237 △ 1,469 △ 1,713

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

15年 9月中間期 255 - 2.53 -
14年 9月中間期 △ 1,395 - △ 13.84 -
15年 3月期 △ 3,219 △ 31.99 -
(注)①持分法投資損益    15年 9月中間期       -        百万円   14年 9月中間期       -        百万円   15年 3月期       -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　15年 9月中間期   100,705,895 株　　　14年 9月中間期   100,779,858 株　　　15年 3月期   100,750,183 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 36,071 18,093 50.2 179.68
14年 9月中間期 38,402 19,041 49.6 188.96
15年 3月期 36,629 17,552 47.9 174.25
(注)期末発行済株式数（連結）　15年 9月中間期   100,700,756 株　　　14年 9月中間期   100,770,383 株　　　15年 3月期   100,711,033 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 1,420 △ 441 537 7,826
14年 9月中間期 1,502 342 △ 586 6,161
15年 3月期 2,137 △ 623 △ 233 6,349

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 40,800 1,400 1,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             9 円  93 銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える仮定を前提としています。

実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び

業績予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料の連結6ページを参照してください。

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

経　常　利　益営　業　利　益売    上    高

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期）純利益



当社及び当社の関係会社においては、情報通信、産業計測、電子製版機に関する事業を主として行っています。

当社は各事業の研究開発、販売を行っています。

また、これらの事業における当社の主な関係会社の位置付けと事業の種類別セグメントの関連は次の表のとおりです。

（１） 事業に係る各社の位置付け　

事業の
種別

福島岩通㈱ ＊ 情報通信・電子製版機関係の製品及び産業計測関係の部品の製造 連 結 子 会 社

岩通マレーシア㈱ 情報通信関係の製品の製造・販売 連 結 子 会 社

岩通アイセック㈱ 情報通信関係の電子部品及び関連製品の製造・販売 連 結 子 会 社

岩通ソフトシステム㈱ ＊ 情報通信・産業計測関係の製品搭載のソフトウェア開発 連 結 子 会 社

岩通アメリカ㈱ 北米地区における情報通信関係の製品の販売 連 結 子 会 社

岩通エンジニアリング㈱ 情報通信関係の製品の工事・販売・修理及び保守 連 結 子 会 社

岩通アイコン㈱ 情報通信関係の製品の販売 連 結 子 会 社

東通工業㈱ 情報通信関係の製品の修理 連 結 子 会 社

岩通北海道㈱ 情報通信関係の製品の販売 非連結子会社

㈱ベニーダ 情報通信関係の製品搭載のソフトウェア開発 非連結子会社

その他関連会社13社 情報通信関係の製品の販売 関 連 会 社

福島岩通㈱ ＊ 情報通信・電子製版機関係の製品及び産業計測関係の部品の製造 連 結 子 会 社

岩通ソフトシステム㈱ ＊ 情報通信・産業計測関係の製品搭載のソフトウェア開発 連 結 子 会 社

岩通計測㈱ 産業計測関係の製品の設計及び販売 連 結 子 会 社

㈱岩通テクノシステム ※ 産業計測関係の製品の設計及び製造・販売 連 結 子 会 社

インテック計測㈱ ※ 産業計測関係の製品の販売 連 結 子 会 社

岩通ﾃｨｰ･ｴﾑ･ｲｰ･ｻｰﾋﾞｽ㈱ ※ 産業計測関係の製品の修理・保守 連 結 子 会 社

岩通計測製造㈱ ※ 産業計測関係の製品の製造 連 結 子 会 社

電子製版機 福島岩通㈱ ＊ 情報通信・電子製版機関係の製品及び産業計測関係の部品の製造 連 結 子 会 社

部門 電子化工㈱ 電子製版機関係の消耗品の製造 連 結 子 会 社

㈱岩通シャトルシステム 各部門に関する製品の輸送と倉庫管理 非連結子会社

岩通香港㈱ 各部門に関する製品の海外部品の調達 非連結子会社

㈱岩興 印刷及び不動産管理 非連結子会社

（注） 

１．＊印の会社は複数の事業内容を行っています。

２．※印の各社は岩通計測㈱が出資する間接所有の子会社です。
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(２)　事業系統図　

製品 工事 製品 修理 製品 製品

販売 販売 保守 販売 販売

工事部門 修理・保守部門

(連)東通工業㈱ 製品

(連)岩通ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 販売

(連)岩通ﾃｨｰ･ｴﾑ･ｲｰ･ｻｰﾋﾞｽ㈱※ 産計

販売部門

(連)岩通アメリカ㈱ ソフトウェア製造部門

(連)岩通マレーシア㈱ 製品 ｿﾌﾄｳｪｱ 情通 ｿﾌﾄｳｪｱ

(連)岩通ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 産計

(連)岩通アイコン㈱ 販売 納入 (子)㈱ベニーダ 情通 納入

(子)岩通北海道㈱

(関)その他関連会社13社

電子部品 電子部品製造部門

(連)岩通アイセック㈱ 情通

納入 (連)㈱岩通テクノシステム※ 産計 電子部品

輸送・倉庫管理部門 納入 製品

(子)㈱岩通ｼｬﾄﾙｼｽﾃﾑ 納入

部品 部品調達部門

印刷・不動産管理部門 (子)岩通香港㈱

(子)㈱岩興 納入

部品 製品

(注) 供給 納入

(連)　：連結子会社

(子)　：非連結子会社 部品

(関)　：関連会社 納入

情通　：情報通信部門

産計　：産業計測部門

製版　：電子製版機部門

製造部門

情通

産計

製版

製版

情通

※印の各社は岩通計測㈱が出資する間接所有の子会社です。

(連)岩通ﾏﾚｰｼｱ㈱

情
通

(連)岩通ソフトシステム㈱

当　社

(連)岩通ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

情
通

情
通

連結２

得　意　先

(連)岩通計測製造㈱※

(連)岩通計測㈱

(連)インテック計測㈱※ 産計

産
計

産
計

(連)福島岩通㈱

(連)電子化工㈱



連結７ 

（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態    
①当中間期の概況 
   当中間期のキャッシュ・フローは、営業活動により１４億２千万円の収入、財務活動により５億３千７百万
円の収入がありましたため、投資活動による４億４千１百万円の支出がありましたが、当期末における現金お
よび現金同等物の残高は前期末（平成１５年３月末）に比べ１４億７千６百万円増加し、７８億２千６百万円
となりました。また、有利子負債（借入金および社債の合計額）の期末残高は、前期末（平成１５年３月末）
に比べ５億６千７百万円増加し、５５億４千４百万円となりました。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
売上債権の回収促進による増加額１５億１千８百万円および棚卸資産の減少による増加額６億９千５百万
円が仕入債務の減による減少額８億１千６百万円を上回っていたことを中心に、営業活動によるキャッシュ・
フローは１４億２千万円の収入となりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
  有形および無形固定資産の取得により９億８千６百万円減少いたしましたが、投資有価証券の売却による収
  入４億７千９百万円などがありましたので、投資活動によるキャッシュ・フローは４億４千１百万円の支出と
  なりました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
  長短借入金が１億５千３百万円減少いたしましたが、私募債の発行による７億７千３百万円の増加があり、
財務活動によるキャッシュ・フローは５億３千７百万円の収入となりました。 
②キャッシュ･フロー指標のトレンド 

 
（注）株主資本比率      ：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数      ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ   ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
  ①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 
  ②株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 
  ③営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用
      しています。有利子負債は、（中間）連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全
      ての負債を対象としています。また、利払いについては、（中間）連結キャッシュ・フロー計算書の利息
      の支払額を使用しています。 

 

　営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 1,502 1,420 △82
　投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 342 △441 △783
　財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △586 537 1,123
　その他事項によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △33 △40 △7
               合　　　計 1,225 1,476 251
　現金および現金同等物の期末残高 6,161 7,826 1,665

中間期 中間期
差　　異

（単位：百万円）

平成14年9月 平成15年9月

平成13年9月 平成14年9月 平成15年9月 平成14年 平成15年
中間期 中間期 中間期 3月期 3月期

株主資本比率 (％) 51.3  49.6  50.2  49.6  47.9  

時価ベースの株主資本比率 (％) 42.4  38.8  66.4  42.2  29.1  

債務償還年数 (年) 65.4  3.1  3.9  10.6  2.3  

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ (倍) 1.6  29.8  32.6  4.4  22.0  



４． 中 間 連 結 財 務 諸 表

（１） 中間連結貸借対照表 （単位：百万円：未満切捨）

期別 対前連結会

計年度増減

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額

流動資産 26,632 69.3 % 24,826 68.8 % 25,791 70.4 % △ 965 

現 金 及 び 預 金 6,254 7,921 6,485 1,436 

受取手形及び売掛金 10,849 9,704 11,313 △ 1,609 

棚 卸 資 産 8,788 6,517 7,284 △ 767 

繰 延 税 金 資 産 370 401 401 0 

短 期 貸 付 金 40 0 4 △ 4 

未 収 入 金 197 159 207 △ 48 

そ の 他 143 124 118 6 

貸 倒 引 当 金 △ 12 △ 1 △ 22 21 

固定資産 11,770 30.7 % 11,244 31.2 % 10,838 29.6 % 406 

（有形固定資産） 6,794 17.7 % 6,185 17.1 % 6,320 17.2 % △ 135 

建 物 及 び 構 築 物 3,110 2,878 2,959 △ 81 

機械装置及び運搬具 1,196 935 1,039 △ 104 

工 具 器 具 備 品 1,491 1,413 1,358 55 

土 地 995 955 963 △ 8 

建 設 仮 勘 定 － 2 － 2 

（無形固定資産） 1,408 3.7 % 1,823 5.1 % 1,709 4.7 % 114 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,327 1,723 1,634 89 

連 結 調 整 勘 定 0 － － － 

そ の 他 79 99 74 25 

（投資その他の資産） 3,567 9.3 % 3,236 9.0 % 2,808 7.7 % 428 

投 資 有 価 証 券 2,333 2,324 1,833 491 

長 期 貸 付 金 141 73 85 △ 12 

長 期 前 払 費 用 271 41 83 △ 42 

繰 延 税 金 資 産 77 72 82 △ 10 

そ の 他 951 958 922 36 

貸 倒 引 当 金 △ 207 △ 234 △ 198 △ 36 

資産合計 38,402 36,071 △ 558 100.0 % 36,629 

連結８

100.0 % 100.0 % 

資産の部

前中間連結会計期間末

H14.9.30現在

当中間連結会計期間末

H15.9.30現在

前連結会計年度

H15.3.31現在



期別 対前連結会

計年度増減

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額

流動負債 12,397 32.3 % 9,997 27.7 % 11,152 30.5 % △ 1,155 

支払手形及び買掛金 5,538 3,705 4,592 △ 887 

短 期 借 入 金 3,534 2,800 3,072 △ 272 

一年以内償還予定社債 － 352 160 192 

未 払 金 200 223 274 △ 51 

未 払 費 用 1,324 1,187 1,123 64 

未 払 法 人 税 等 82 68 110 △ 42 

従 業 員 賞 与 引 当 金 920 805 901 △ 96 

製 品 保 証 引 当 金 239 260 270 △ 10 

そ の 他 557 593 647 △ 54 

固定負債 6,964 18.1 % 7,970 22.1 % 7,917 21.6 % 53 

社 債 － 1,368 840 528 

長 期 借 入 金 1,050 1,024 905 119 

繰 延 税 金 負 債 465 459 405 54 

退 職 給 付 引 当 金 5,042 4,903 5,362 △ 459 

役員退職慰労引当金 342 182 359 △ 177 

そ の 他 63 33 44 △ 11 

負債合計 19,361 50.4 % 17,968 49.8 % 19,069 52.1 % △ 1,101 

少 数 株 主 持 分 － － 10 0.0 % 8 0.0 % 2 

資 本 金 6,025 15.7 % 6,025 16.7 % 6,025 16.4 % － 

資 本 剰 余 金 6,942 18.1 % 6,942 19.2 % 6,942 19.0 % － 

利 益 剰 余 金 6,689 17.4 % 5,231 14.5 % 4,979 13.6 % 252 

その他有価証券評価差額金 △ 292 △ 0.8 % 370 1.0 % △ 37 △ 0.2 % 407 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 317 △ 0.8 % △ 461 △ 1.2 % △ 344 △ 0.9 % △ 117 

自 己 株 式 △ 6 △ 0.0 % △ 14 △ 0.0 % △ 12 △ 0.0 % △ 2 

資本合計 19,041 49.6 % 18,093 50.2 % 17,552 47.9 % 541 
負債・少数株主持分及び資本合計 38,402 100.0 % 36,071 100.0 % 36,629 100.0 % △ 558 

（注記事項）

期別 対前連結会

科目 計年度増減

有形固定資産
減価償却累計額
担保提供資産 224 

保証債務残高 △ 1 
受取手形割引残高及び
裏書譲渡高 907       601       608       △ 7 

（単位：百万円：未満切捨）

前中間連結会計期間末

H14.9.30現在

当中間連結会計期間末

H15.9.30現在 H15.3.31現在

23,760       23,957       

前連結会計年度末

△ 197 

負債・少数株主持分及び資本の部

（単位：百万円：未満切捨）

1,768       1,823       

14       11       

連結９

前連結会計年度

H15.3.31現在

前中間連結会計期間末

H14.9.30現在

当中間連結会計期間末

H15.9.30現在

25,127       

1,599       

12       



（２） 中間連結損益計算書　
（単位：百万円：未満切捨）

期別 対前中間連
結会計期間
増減

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 金額 百分比

21,227    100.0 % 20,040    100.0 % △ 1,187  43,237    100.0 % 

15,971    75.2 % 13,451    67.1 % △ 2,520  31,869    73.7 % 

5,256     24.8 % 6,588     32.9 % 1,332     11,367    26.3 % 

6,351     30.0 % 6,066     30.3 % △ 285    12,837    29.7 % 

△ 1,094  △ 5.2 % 522       2.6 % 1,616     △ 1,469  △ 3.4 % 

172       0.8 % 185       0.9 % 13        341       0.8 % 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 21        18        △ 3      29        

不 動 産 賃 貸 収 入 90        87        △ 3      179       

そ の 他 の 営 業 外 収 益 60        78        18        132       

312       1.4 % 293       1.4 % △ 19     584       1.4 % 

支 払 利 息 50        43        △ 7      97        

社 債 発 行 費 償 却 － 26        26        34        

棚卸資産廃却及び評価損 － － －        30        

不 動 産 賃 貸 費 用 78        81        3         143       

為 替 差 損 146       113       △ 33     162       

そ の 他 の 営 業 外 費 用 36        28        △ 8      117       

△ 1,234  △ 5.8 % 413       2.1 % 1,647     △ 1,713  △ 4.0 % 

143       0.7 % 360       1.8 % 217       258       0.6 % 

固 定 資 産 売 却 益 142       0         △ 142    257       

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0         359       359       0         

245       1.2 % 595       3.0 % 350       1,577     3.6 % 

固 定 資 産 廃 却 損 55        8         △ 47     229       

固 定 資 産 売 却 損 0         1         1         68        

特 別 退 職 金 － 581       581       73        

投 資 有 価 証 券 評 価 損 83        － △ 83     796       

関 係 会 社 株 式 評 価 損 － 3         3         －

棚 卸 資 産 処 分 損 － －        －        298       

閉 鎖 工 場 整 理 損 105       －        △ 105    111       

△ 1,335  △ 6.3 % 178       0.9 % 1,513     △ 3,033  △ 7.0 % 

70        0.3 % 63        0.3 % △ 7      168       0.4 % 

－ － － － －        39        0.1 % 

△ 11     △ 0.0 % △ 141    △ 0.7 % △ 130    △ 24     △ 0.1 % 

－ 0.0 % 1         0.0 % 1         2         0.0 % 

△ 1,395  △ 6.6 % 255       1.3 % 1,650     △ 3,219  △ 7.4 % 

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

中間(当期)純利益（△損失）

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

税金等調整前中間(当期)純利益（△損失）

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

過 年 度 法 人 税 等

少 数 株 主 利 益

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

連結10

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日



（３） 中間連結剰余金計算書　
（単位：百万円：未満切捨）

期別

科目

6,942     

資 本 準 備 金 期 首 残 高 6,942     6,942     6,942     6,942     

6,942     6,942     6,942     

4,979     

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 8,373     8,373     8,373     8,373     

中 間 純 利 益 － 255       －

連結子会社追加による増加高 － － 114       

連結子会社と非連結子会社
の合併による増加高

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 1,395     － 3,219     

配 当 金 251       － 251       

役 員 賞 与 42        1,689     3         3         42        3,513     

6,689     5,231     4,979     

連結11

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末(期末)残高

資本剰余金中間期末(期末)残高

119       

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

5         5         － 255       5         

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

前中間連結会計期間
自　平成14年４月１日

前連結会計年度
自　平成14年４月１日

当中間連結会計期間
自　平成15年４月１日

至　平成15年３月31日
金額 金額 金額

至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日



（４） 中間連結キャッシュ・フロー計算書
対前中間連
結会計期間

自　平成14年４月１日 自　平成15年４月１日 増減 自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成15年３月31日

税金等調整前中間(当期)純利益（△損失） △ 1,335           178                1,513     △ 3,033           
減 価 償 却 費 1,091              962                △ 129    2,215              
貸倒引当金の増減額（減少：△） 3                  17                 14        6                  
退職給付引当金の増減額（減少：△） △ 380             △ 457             △ 77     △ 64              
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 21              △ 18              3         △ 29              
支 払 利 息 50                 43                 △ 7      97                 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 83                 － △ 83     796                
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 0               △ 359             △ 359    △ 0               
固 定 資 産 廃 却 損 55                 8                  △ 47     229                
固 定 資 産 売 却 益 △ 142             △ 0               142       △ 257             
固 定 資 産 売 却 損 0                  1                  1         68                 
社 債 発 行 費 償 却 － 26                 26        34                 
売 上 債権の増減額（増加：△） 2,196              1,518              △ 678    1,961              
棚 卸 資産の増減額（増加：△） 824                695                △ 129    2,423              
仕 入 債務の増減額（減少：△） △ 726             △ 816             △ 90     △ 1,879           
未払費用等の増減額（減少：△） △ 190             △ 33              157       △ 273             
そ の 他 151                △ 217             △ 368    161                

小　　　　　　　　　　　　計 1,658              1,549              △ 109    2,455              
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 20                 18                 △ 2      27                 
利 息 の 支 払 額 △ 50              △ 43              7         △ 97              
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 126             △ 104             22        △ 249             
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,502              1,420              △ 82     2,137              

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 1               △ 56              △ 55     △ 87              
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 84                 97                 13        131                
有 形 固定資産の取得による支出 △ 575             △ 357             218       △ 797             
有 形 固定資産の売却による収入 1,158              8                  △ 1,150  1,304              
無 形 固定資産の取得による支出 △ 314             △ 629             △ 315    △ 1,169           
投 資 有価証券の取得による支出 － △ 49              △ 49     △ 60              
投 資 有価証券の売却による収入 0                  479                479       0                  
投 資 信 託 の 償 還 に よ る 収 入 － 52                 52        －
短期貸付金の純増減額（増加：△） △ 4               0                  4         28                 
長 期 貸 付 に よ る 支 出 △ 15              △ 2               13        △ 24              
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 17                 16                 △ 1      29                 
そ の 他 △ 6               △ 1               5         21                 
投資活動によるキャッシュ・フロー 342                △ 441             △ 783    △ 623             

短期借入金の純増減額（減少：△） △ 247             △ 60              187       △ 793             
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 － 200                200       30                 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 88              △ 293             △ 205    △ 178             
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － 773                773       965                
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 － △ 80              △ 80     －
配 当 金 の 支 払 額 △ 247             △ 0               247       △ 246             
そ の 他 △ 3               △ 1               2         △ 10              
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 586             537                1,123     △ 233             

△ 37              △ 40              △ 3      △ 45              
1,221              1,476              255       1,234              
4,935              6,349              1,414     4,935              
－ － － 174                
4                  － △ 4      4                  

6,161              7,826              1,665     6,349              

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 対前中間連 前連結会計年度
自　平成14年４月１日 自　平成15年４月１日 結会計期間 自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日 増減 至　平成15年３月31日

現 金 及 び 預 金 勘 定 6,254              7,921              1,667     6,485              
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 92              △ 94              △ 2      △ 135             
現 金 及 び 現 金 同 等 物 6,161              7,826              1,665     6,349              

（単位：百万円：未満切捨）
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Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

科目

期別

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

Ⅸ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

Ⅷ　合併等による現金及び現金同等物の増加額

前連結会計年度

Ⅶ　新規連結による現金及び現金同等物の増加額

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△)



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１． 連結の範囲に関する事項     

（1）連結子会社の数 14社
主要な連結子会社の名称

福島岩通㈱、電子化工㈱、岩通アメリカ㈱、岩通エンジニアリング㈱、岩通アイセック㈱、
岩通マレーシア㈱、岩通ソフトシステム㈱、岩通アイコン㈱、東通工業㈱、岩通計測㈱、㈱岩通テクノシステム、
インテック計測㈱、岩通ティー・エム・イー・サービス㈱、岩通計測製造㈱

（2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社は、㈱岩通シャトルシステム、㈱ベニーダです。
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社はいずれも企業集団に占める経営・取引等の関係及び投資金額は小規模であり、合計の
総資産額、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の額については、
中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。

２． 持分法の適用に関する事項　　　　　

（1）持分法を適用した非連結子会社数 ０社

（2）持分法を適用した関連会社数 ０社

（3）主要な持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な持分法を適用していない非連結子会社は㈱岩通シャトルシステム、㈱ベニーダであり、
関連会社は㈱岩通サービスセンター、アイネット関西㈱です。

（持分法を適用していない理由）
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はいずれも企業集団に占める経営・取引等の関係及び
投資金額は小規模であり、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の額につい
ては、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。

３． 会計処理基準に関する事項

① 棚卸資産 主として移動平均法に基づく原価法により評価しています。
② 有価証券 その他有価証券

時価のあるもの …… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの …… 移動平均法による原価法

① 有形固定資産 …… 主として定率法によっています。
但し、平成10年4月1日以降取得した建物(建物付属設備は除く)については定額法によって
います。なお、耐用年数は主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。

② 無形固定資産 …… 定額法によっています。
なお、ソフトウェアについては「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」
に基づいた会社所定の合理的耐用年数（３～５年）によっています。

③ 長期前払費用 …… 定額法によっています。

社債発行費は支出時に全額費用処理しています。
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(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法　　　　　

(3) 重要な繰延資産の処理方法　　　　　



① 貸倒引当金　
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

② 従業員賞与引当金　
従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。

③ 製品保証引当金　
無償保証期間中の修理に備えるため、将来発生する修理見積額を計上しています。

④ 退職給付引当金　
従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。
なお、会計基準変更時差異については10年による按分額を費用処理しています。
また、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定年数(13年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しています。

⑤ 役員退職慰労引当金　
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による必要額を引当てています。

(5) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法　
ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップ取引については、すべて特例処理の要件を満たしているため、
特例処理によっています。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 …… 金利スワップ
ヘッジ対象 …… 借入金利息

③ ヘッジ方針　
デリバティブ取引は、社内決裁権限規程に基づき執行し、経理部内で集中管理して、随時担当役員に
報告しています。
この様な運用により金利スワップ取引を利用して金利変動リスクをヘッジしています。

④ ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しています。

(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

４． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）には、手許現金と、随時引
き出し可能で、取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、かつ、価値の変動するおそれ
のほとんどない預貯金のみを計上しています。
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(4) 重要な引当金の計上基準



５． セ グ メ ン ト 情 報

(１) 事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間 (単位：百万円：未満切捨)

情報通信 産業計測 電子製版機 消去又は
部門 部門 部門 全社

売上高
(1)外部顧客に対する売上高 15,194 3,797 2,236 21,227 － 21,227 

108 － － 108 △ 108 － 
15,302 3,797 2,236 21,335 △ 108 21,227 
15,859 4,465 2,104 22,429 △ 107 22,322 
△ 557 △ 668 131 △ 1,094 △ 0 △ 1,094 

当中間連結会計期間 (単位：百万円：未満切捨)

情報通信 産業計測 電子製版機 消去又は
部門 部門 部門 全社

売上高
(1)外部顧客に対する売上高 13,256 4,152 2,631 20,040 － 20,040 

70 － － 70 △ 70 － 
13,327 4,152 2,631 20,111 △ 70 20,040 
13,414 4,092 2,082 19,589 △ 71 19,517 
△ 86 60 548 521 0 522 

前連結会計年度 (単位：百万円：未満切捨)

情報通信 産業計測 電子製版機 消去又は
部門 部門 部門 全社

売上高
(1)外部顧客に対する売上高 30,342 8,558 4,335 43,237 － 43,237 

194 － － 194 △ 194 － 
30,537 8,558 4,335 43,431 △ 194 43,237 
31,558 9,325 4,017 44,901 △ 194 44,706 

△ 1,021 △ 767 318 △ 1,469 0 △ 1,469 

(注)１．事業区分について
当社のセグメントの区分は、それぞれが製造・販売している製品によって、情報通信部門、産業計測部門及び電子製版

機部門の３事業部門に分かれ、各部門の主要製品は下記の通りです。

事業区分

ディジタルボタン電話装置、構内用電子交換システム、事業所用コードレスシステム、

ホームテレホン、電話機、テレホニ・サーバ・システム(サーバ、ゲートウェイ、IP電話機、構内PHS)、

ネットワーク関連機器、VoIP関連機器、コンタクトセンタソリューション、CRM/eCRMソリューション、

CTI関連機器、ディーリングシステム、構内通信システム、監視システム、通信機器付属品・部品

ディジタルオシロスコープ、アナログオシロスコープ、ロジックアナライザ、通信用測定器、

B-Hアナライザ、マルチロガ－、カウンタ、マルチメータ、信号発生器、教育実習機器、

航空宇宙機器システム、変位計、厚さ計、電子部品

電子製版機部門 電子製版機、ディジタル製版機、付属機器、関連消耗品

    ２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

平成14年４月１日～平成14年９月30日

平成15年４月１日～平成15年９月30日

平成14年４月１日～平成15年３月31日

連結計

連結

計 連結

計

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

計
営業費用

連結15

産業計測部門

情報通信部門

主　　　要　　　製　　　品

営業利益(△損失)

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

営業利益(△損失)

営業費用

営業費用

計

計

営業利益(△損失)



(２) 所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間 (単位：百万円：未満切捨)

消去又は
全社

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 19,407 1,749 70 21,227 － 21,227 

638 6 667 1,313 △ 1,313 － 

20,046 1,756 738 22,540 △ 1,313 21,227 

21,197 1,729 786 23,712 △ 1,390 22,322 

△ 1,151 27 △ 48 △ 1,172 77 △ 1,094 

当中間連結会計期間 (単位：百万円：未満切捨)

消去又は
全社

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 18,401 1,559 79 20,040 － 20,040 

773 10 940 1,724 △ 1,724 － 

19,175 1,569 1,020 21,764 △ 1,724 20,040 

18,678 1,521 1,016 21,216 △ 1,698 19,517 

496 47 3 548 △ 25 522 

前連結会計年度 (単位：百万円：未満切捨)

消去又は
全社

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 39,723 3,294 219 43,237 － 43,237 

1,264 13 1,422 2,700 △ 2,700 － 

40,987 3,308 1,642 45,937 △ 2,700 43,237 

42,411 3,368 1,798 47,579 △ 2,872 44,706 

△ 1,424 △ 60 △ 156 △ 1,641 172 △ 1,469 

(注)１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

① 国又は地域の区分の方法　　　 …………… 地理的近接度によっています。

② 各区分に属する主な国又は地域 …………… 北米 ：米国

アジア ：マレーシア

    ２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

日本 北米 アジア

日本 北米 アジア

営業費用

連結16

連結

計 連結

営業費用

計

計

営業費用

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

計

営業利益(△損失)

営業利益(△損失)

計

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

平成14年４月１日～平成14年９月30日

平成15年４月１日～平成15年９月30日

平成14年４月１日～平成15年３月31日

営業利益(△損失)

連結

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

計

日本 北米 アジア



（３） 海外売上高

前中間連結会計期間 (単位：百万円：未満切捨)

その他の
地域

Ⅰ　海外売上高 2,411 785 125 3,322 

Ⅱ　連結売上高 21,227 

11.3% 3.7% 0.5% 15.6% 

当中間連結会計期間 (単位：百万円：未満切捨)

その他の
地域

Ⅰ　海外売上高 2,169 879 98 3,148 

Ⅱ　連結売上高 20,040 

10.8% 4.3% 0.4% 15.7% 

前連結会計年度 (単位：百万円：未満切捨)

その他の
地域

Ⅰ　海外売上高 5,026 1,687 206 6,919 

Ⅱ　連結売上高 43,237 

11.6% 3.9% 0.4% 16.0% 

（注）１．海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額

(ただし、連結会社間の内部売上高を除く)です。

      ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

① 国又は地域の区分の方法　　　 …………… 地理的近接度によっています。

② 各区分に属する主な国又は地域 …………… 北米 ：米国、カナダ

アジア ：韓国、香港、中国

その他の地域 ：スペイン、イスラエル、

　サウジアラビア

計

計

北米

北米

アジア

アジア

平成14年４月１日～平成14年９月30日

平成15年４月１日～平成15年９月30日

平成14年４月１日～平成15年３月31日

連結17

北米 アジア 計

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合



６．　リ ー ス 取 引
　当社は、証券取引法第27条の30の６の規定に基づき電子開示手続きを行っていますので記載を省略しています。

７．　有　価　証　券

（１）　時価のある有価証券

（単位：百万円：未満切捨）

中間連結貸借 中間連結貸借 連結貸借対
対照表計上額 対照表計上額 照表計上額

①　株式 1,441 1,413 △ 28 652 1,370 717 771 953 181 

②　債券 － － － － － － － － －

③　その他 562 457 △ 105 531 497 △ 34 580 468 △ 112 
計 2,003 1,870 △ 133 1,184 1,867 683 1,352 1,421 69 

（２）　時価評価されていない有価証券

（単位：百万円：未満切捨）

非上場株式
(店頭売買株式を除く)

子会社株式及び
関連会社株式

計 462 456 411 

 (注）取得原価には減損処理後の帳簿価格を記載しています。
　　　なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、関係会社株式評価損３百万円を計上しています。

８． デ リ バ テ ィ ブ 取 引

前中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日）

　当社グループは、金利スワップを行っていますが、ヘッジ会計の特例処理を適用しているため、開示の対象か
ら除いています。

当中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）

　当社グループは、金利スワップを行っていますが、ヘッジ会計の特例処理を適用しているため、開示の対象か
ら除いています。

前連結会計年度　　（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日）

　当社グループは、金利スワップを行っていますが、ヘッジ会計の特例処理を適用しているため、開示の対象か
ら除いています。

連結18

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

177 

284 

165 

290 

167 

244 

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）

前連結会計年度
（平成15年３月31日現在）

取得原価 差額 取得原価 差額取得原価

区分

その他有価証券

当中間連結会計期間
（平成15年９月30日現在）

差額

前中間連結会計期間
（平成14年９月30日現在）



９． 生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状 況

（１）　生産実績

生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。
（単位：百万円：未満切捨）

（注）金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

（２）　受注実績

受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。
（単位：百万円：未満切捨）

受 注 高
受 注 残 高
受 注 高
受 注 残 高
受 注 高
受 注 残 高
受 注 高
受 注 残 高

（注）金額には消費税等は含まれておりません。

（３）　販売実績

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。
（単位：百万円：未満切捨）

（注）主な相手先別の販売実績及び総販売額実績に対する割合は次のとおりです。

金額 割合 金額 割合 金額 割合
1,940   9.1% 1,864   9.3% 4,129   9.5% 
2,190   10.3% 1,841   9.1% 3,901   9.0% 

（注）金額には消費税等は含まれておりません。

合計

11,866     10,027     23,523     
3,823     4,079     8,100     
2,178     2,528     4,343     

合計

情報通信部門

産業計測部門

電子製版機部門

合計

東日本電信電話㈱

事業の種類別セグメントの名称

事業の種類別セグメントの名称

情報通信部門
産業計測部門

事業の種類別セグメントの名称

情報通信部門
産業計測部門
電子製版機部門

西日本電信電話㈱

17,868     

16,096     
1,994     
3,750     
308     

電子製版機部門

前中間連結会計期間
H14.4.1～H14.9.30

2,142     

前中間連結会計期間
H14.4.1～H14.9.30

当中間連結会計期間
H15.4.1～H15.9.30

16,636     

前連結会計年度
H14.4.1～H15.3.31

35,967     

当中間連結会計期間
H15.4.1～H15.9.30

前連結会計年度
H14.4.1～H15.3.31

85     
21,989     
2,388     

13,514     
1,138     
4,229     
497     

30,160     
891     
8,372     
420     

15,194     
3,797     

4,466     
309     

42,999     
1,621     

2,817     
495     

20,561     
2,132     

2,236     
21,227     

当中間連結会計期間
H15.4.1～H15.9.30

13,256     
4,152     
2,631     
20,040     

前中間連結会計期間
H14.4.1～H14.9.30

前連結会計年度
H14.4.1～H15.3.31

30,342     
8,558     
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4,335     
43,237     

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
H14.4.1～H14.9.30 H15.4.1～H15.9.30 H14.4.1～H15.3.31相手先


